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農環研ニュース

２１世紀の農業と環境への貢献

東京大学産学連携本部　特任教授　堀 雅文
（農業環境技術研究所・非常勤監事）

は大学で、2050年に向けた“日本の未来

戦略”を研究しています。人口減少・高齢化、

経済格差・地域格差、BRICs（ブラジル、ロシア、

インド、中国）の台頭、資源・エネルギー問題など、

我が国が直面する課題を乗り切るための社会革新・

技術革新のシナリオを研究しています。我が国が

解決すべき課題は沢山ありますが、重要な課題に、

食糧問題、環境問題があります。

我が国は現在、食糧自給率40％といわれていま

す。2050年には、人口が現在の１億2700万人か

ら9500万人へ減少するため、現在の生産性を維持

できれば自給率は自然と50％を越えることになり

ますが、問題は現在の生産性を維持できるか、向

上できるかにあります。2050年には現在より農業

従事者数が大幅に減少することが予想されるため、

農業生産性の向上は我が国にとって重要な課題と

なります。

一般に、生産性向上は技術革新によって実現さ

れることが多く、我が国の第２次産業も技術革新

によって生産性を向上させ、世界をリードしてき

ました。しかし、技術革新のマイナス側面として

環境悪化が顕在化したことも事実です。そして我

が国は、環境汚染を解決するために世界に先駆け

大きな努力をしてきました。その結果、今では世

界の環境先進国になったと思われます。

今後、農業生産性を向上させるためのマイナス

側面として環境悪化がより顕在化すると考えられ

ます。そのとき、第２次産業での経験を第１次産

業に生かすことが、我が国の食糧自給率維持・向

上に欠かせないと考えます。私は、これを担うこ

とが農環研の責任の１つであると確信しています。

農業生産性を維持・向上させることに伴う環境悪

化を低減し、環境改善させるための研究・技術開

発は、今後ますます重要な分野であり、農環研が

より一層真価を発揮することが期待されていると

考えます。

さらに、世界に目を向ければ2050年には人口

90〜100億人といわれており、世界的にも農業

生産性の向上が喫緊の課題となっています。視点

を変えると、世界中で農業による環境悪化が顕在

化する可能性があります。こういった状況にあっ

て、農環研が中心となり、農業環境研究の国際協

力に向けた国際コンソーシアム（Monsoon Asia 

Agro-Environmental Research Consortium、略

称MARCO）を設立したことは、研究協力・技術

移転により環境悪化が顕在化する前に対策を打つ

ことができる仕組みを構築したことを意味してお

り、国際的にも農環研の存在感を向上させること

になったと評価できます。

今後、農環研は国内的にも、国際的にも重要な

使命を担っていると考えられ、ますますの活躍を

期待するものであります。

私
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農環研ニュース

研究トピックス

はじめに

ディルドリン（図１）

は、「残留性有機汚染物

質に関するストックホ

ルム条約（POPs条約）」

（2001年採択、2004年

発効）の規制対象12物

質のうちの１つであり、

過去に殺虫剤として日本の農地において広範に使

用（1954年登録、1975年失効）されました。ディ

ルドリンは環境中で極めて安定な物質であり、土

壌中での半減期が５年〜 25年との報告もあるよ

うに、ひとたび土壌に投入されると容易には分解

しないため、国内で使われなくなってから30年以

上経過した現在でも農地に残留しています。昨今、

いくつかの地域で生産されたキュウリ果実から残

留基準値を上回るディルドリンが検出され、「食の

安全」を揺るがす問題として社会的な関心を集め

るとともに、産地では出荷の自粛や作物および土

壌残留検査などの緊急対応を余儀なくされていま

す。

そこで、カボチャを台木とした接木キュウリに

おける土壌からのディルドリン吸収について品種

間比較を行い、低吸収性品種の利用によるキュウ

リ果実中のディルドリン残留濃度の低減効果を検

討しました。

接木キュウリのディルドリン吸収における品種間差

わが国のキュウリ生産はカボチャを台木とした

接木栽培が主流です。したがって、ディルドリン

を吸収しにくい品種を検索する場合、台木用カボ

チャと穂木用キュウリの両方について検討する必

要があります。そこで、接木試験に先立ち、ディ

ルドリン残留土壌を用いて、キュウリ栽培で一般

的に用いられている台木用カボチャ 10品種、およ

び穂木用キュウリ23品種の幼植物を栽培し、茎葉

部のディルドリン濃度を比較しました（図２）。そ

の結果、台木として用いるカボチャ、および穂木

として用いるキュウリのいずれにおいても、土壌

からのディルドリン吸収性にそれぞれ約２〜３倍

の品種間差があることが明らかとなりました。こ

のことから、汚染低減のために吸収能力の品種間

差を利用することが有望と思われました。

図１　ディルドリンの構造式

図２　台木用カボチャおよび穂木用キュウリの茎葉部ディルドリン濃度の品種間差

I：標準誤差（n＝３）

ディルドリンを吸収しにくいカボチャ台木を用いて
キュウリ果実中の残留濃度を低減
有機化学物質研究領域　　大谷　卓　　清家　伸康

研究トピックス研究トピックス
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農環研ニュース

ディルドリンを吸収しにくいカボチャ台木を用いてキュウリ果実中の残留濃度を低減

ディルドリンの吸収は台木と穂木のどちらがコント

ロールしているか？

カボチャを台木としたキュウリの接木栽培にお

いて、「低吸収性品種」を提示するためには、接木

植物のディルドリンの吸収性が台木カボチャと穂

木キュウリのいずれによって支配されているのか、

を明らかにする必要があります。そこで、図２の

供試品種の中からディルドリンの吸収性が異なる

台木用カボチャ３品種（新土佐１号＞ひかりパワー

ゴールド＞ゆうゆう一輝黒タイプ）および穂木用

キュウリ２品種（シャープ１＞夏ばやし）を選ん

で６通りの穂木/台木の組み合わせの接木植物を作

成し、２種類のディルドリン残留土壌でポット栽

培を行って、果実中のディルドリン濃度を比較し

ました（図３）。

その結果、接木植物のキュウリ果実中ディルド

リン濃度は、穂木キュウリ品種が「シャープ１」ま

たは「夏ばやし」のいずれの場合でも台木カボチャ

品種に応じて増減し、「新土佐１号」台＞「ひかり

パワーゴールド」台＞「ゆうゆう一輝黒タイプ」台、

となりました。これは、図２に示した台木品種自

体のディルドリン吸収能力の順序と一致していま

す。すなわち、接木植物のディルドリンの吸収性

において、穂木品種の違いによる影響は小さく、

台木品種の影響を強く受けていることが明らかに

なりました。したがって、接木栽培キュウリの果

実中ディルドリン濃度を低減させるためには、低

吸収性台木品種の選定が重要となります。

低吸収性台木品種によるキュウリ果実中ディルドリ

ン濃度の低減

ここに示した試験結果はポット栽培によるもの

ですが、「ゆうゆう一輝黒タイプ」のような低吸収

性の台木を用いると、いずれの穂木品種において

も、高吸収性の台木を用いた場合に比べ、キュウ

リ果実中ディルドリン濃度は30〜50％程度低下し

ました（図３）。現在、地域の農業研究機関が、低

吸収性台木品種によるキュウリ果実中ディルドリ

ン濃度の低減効果についての現地実証試験を実施

中です。低吸収性台木品種の利用は、余分なコス

トや労力をかけることなくキュウリ果実のディル

ドリン汚染を低減することが可能な技術として有

望であり、都道府県の対策マニュアル等への反映

が期待されます。

本研究は、農林水産省農林水産技術会議事務局

の委託プロジェクト研究「農林水産生態系における

有害化学物質の総合管理技術の開発」による成果

です。

図３　台木品種の違いが接木キュウリ果実中ディルドリン濃度に及ぼす影響

I：標準誤差（n＝３）
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研究トピックス

トンボの生息環境を守るためのため池のあり方

はじめに
水田生態系は代替湿地として、水生生物の重要

な生息地となっています。その中で、ため池には
多くの水生生物が生息しており、たとえば水生植
物やトンボでは、わが国に生息する種の半数ほど
がため池に依存しています。ため池は、農業用水
供給のために江戸時代などに多く造られ、1950年
代には全国に約30万個ありました。しかし、農業
用水の供給方法の変化や都市化のために急激に数
が減り、また、環境も悪化しており、ため池に生
息する生物には絶滅の恐れのあるものが少なくあ
りません。ため池の生物を保全するためには、そ
の生息に適した環境を知る必要があります。そこ
でため池に多くいるトンボを対象として、ため池
の環境とトンボの種類との関係について研究を行
いました。調査地は茨城県筑波山南東麓の地域に
ある70か所あまりのため池であり（図１）、そこ
に生息するトンボの種類・個体数とため池の環境

（池内の環境およびGISで解析した周辺の土地利
用）について調査を行い、調査結果を多変量解析
という統計手法を使って解析しました。

トンボの種構成によるため池のグループ分け
調査地全体で、合計41種のトンボが確認されま

した。各池で見られるトンボの種類や種の数は、池
によって異なります。そこで、各池のトンボの種
類と個体数のデータを用いて、多変量解析手法の
一つであるクラスター分析によって、ため池のグ
ループ分けをしました。これは、トンボの種構成
が類似した池どうしを同じグループに分ける方法

です。その結果、６つのグループに分けられまし
た（表１）。さらに、指標種分析という統計手法を
使って、各グループの池でよく見られる種（指標種）
を選ぶことができ、グループ１、２、４を指標す
るトンボ数種が選ばれました（表１）。各グループ
の池で確認されたトンボの平均種数をみると、グ
ループ１、２、４で多く、３、５、６では少ない
ことが分かります。

図１　恋瀬川流域（赤線）の土地利用と調査地の位置

（黒の破線、＋はため池の位置）

土地利用図は環境省現存植生図により作成した。

表１　ため池のグループ分けとグループを指標するトンボ（指標種）

グループ グループ１ グループ２ グループ３ グループ４ グループ５ グループ６

平均種数 12.2 11.0 7.3 15.8 6.9 6.0

指標種

ノシメトンボ

コヤマトンボ

シオカラトンボ

コシアキトンボ

モノサシトンボ

オオシオカラトンボ

ヒガシカワトンボ

クロスジギンヤンマ

なし クロイトトンボ

オオイトトンボ

アオモンイトトンボ

アジアイトトンボ

コフキトンボ

ショウジョウトンボ

ウチワヤンマ

ギンヤンマ

オオヤマトンボ

なし なし

生物多様性研究領域
田中  幸一　山中  武彦

生態系計測研究領域
岩崎  亘典　David S. Sprague

農業環境インベントリーセンター
中谷  至伸
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農環研ニュース

トンボの生息環境を守るためのため池のあり方

ため池グループの特徴
各グループのため池がどのような特徴をもって

いるか調べるため、別の統計手法（NMDS法）を
用いて、池の序列化を行いました（図２）。序列化
というのは、環境要因を表す座標軸に沿って、特
徴が似た池が近くにくるように配置する方法です。
６つのグループは、それぞれ比較的まとまって配
置しています。これは、各グループが環境要因に
ついて個別の傾向をもつことを意味します。そこ
で、２つの座標軸と環境要因の相関を調べ、各グ
ループの配置に当てはめた結果、次のようなこと
が明らかになりました。グループ２の池の特徴は
樹林に囲まれ落葉などの水底堆積物が多いこと、
グループ４の特徴は周囲が畑や荒地など開けた環
境であり池面積が大きいことでした。これらの特
徴は、それぞれ指標種の生態的特性と合うもので
した。また、グループ１は座標軸の中心付近に位
置しており、これは特別の特徴をもっていないこ
とを示しています。グループ１を指標するトンボ

（表１）は、多くの池で普通に見られる種類であり、
特別の特徴がないという結果と矛盾していません。
グループ５、６は護岸された特徴をもち、生息す
る種の数が少なく指標種も選ばれなかった（表１）

ことから、トンボの生息に不適であることが示さ
れました。以上の結果から、グループ１、２、４
は生息する種の数が多く、トンボの生息にとって
好適だと言えます。特に２と４とは異なる環境の
特徴をもっていることから、多くの種類のトンボ
が生息できるようにするためには、異なるタイプ
の池の環境を維持することが重要であると考えら
れます。

おわりに
この研究によって、トンボの生息にとって重要

なため池の環境が明らかになりました。しかし、生
物（個体群）の存続にとって、個々の生息地の環
境だけでなく、生息地のネットワークも重要です。
ため池では、底ざらいのために落水したり、旱ば
つによって干上がるなど、水生生物が生息できな
い状態になることがあります。このような場合で
も、池の環境が回復したときに、他の池から生物が
移動できれば、再び回復した池で生息できるでしょ
う。このような池の配置の影響を解析する手法を、
現在開発中です。これらによって、水生生物の保
全にとって、どのような環境の池をどのように配
置すれば良いか提示したいと考えています。

図２　トンボの生息環境からみたため池のグループ

表１で指標種の選ばれたグループは円で囲んである。橙色の矢印と枠内の説明は、

環境の傾向を表わす。グループ２と４の典型的な池を写真で示している。
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はじめに

現在、気候変動や発電・灌漑等の水資源開発に

伴う河川水量の変動が、下流域の農業生産に与え

る影響が注目されています。将来のアジアの食料

生産を予測する前提として、現在の水環境と農業

的土地利用変化を広域に把握し、その動的な相互

関係を理解することが重要です。これまで、水域

や農業的土地利用の変動を広域モニタリングする

上で、様々な衛星データが活用されていますが、

洪水の拡大過程や水稲生育過程を連続的に捉える

には、データの観測頻度や解像度が障害となって

いました。そこで、解像度が既存衛星センサーよ

りも高く、ほぼ毎日の観測データが利用可能な

MODIS/Terraという衛星の時系列データの活用を

試みました。その結果、地表面の水分と植物の被

覆状態を表す水指数と植生指数から湛水域の時間

変化や水稲生育ステージを動的に把握する解析手

法を確立しました。この方法で、メコンデルタを

対象に洪水や水稲作付パターンを多年時にわたっ

てモニタリングした結果を紹介します。

ベトナム・メコンデルタ

ベトナムは、市場経済原理の導入以後、急速に

農業生産効率を高めており、米生産量は、1985年

（1,586万t）から2004年（約3,615万ｔ）の20

年間で2.3倍に急増しました。ここで紹介するメ

コンデルタは、インドシナ半島の南端部に位置し

ており、ベトナムの米生産量の約半分を産出して

います。また、国際連合食糧農業機関（FAO）の

農業統計データによると、ベトナムは、タイに次

ぐ世界第二位の米輸出国（2003年時点で380万t、

世界の輸出シェアの約13％）でもあります。そし

て、ベトナムの輸出米の９割近くがメコンデルタ

から供出され、フィリピン、インドネシアを初め

とする国々に輸出されています。このように、メ

コンデルタは、アジアの食料生産予測をする上で

重要な地域といえます。

メコン川洪水の年次変化を動的に捉える

図１は、2000〜2004年のメコンデルタにおけ

る湛水開始日、湛水終了日、湛水期間を示したも

のです。洪水規模が大きかった2000〜2002年

研究トピックス

衛星データを活用してメコンデルタの洪水と稲作の変化をみる

図１　２０００〜２００４年における湛水開始日、終了日、期間の推定結果
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衛星データを活用してメコンデルタの洪水と稲作の変化をみる

は、その規模が平年並もしくは小さかった2003〜

2004年に比べて、湛水期間が長く、洪水の終息す

る時期が遅かったことが分かります。このように、

新たな衛星データ解析手法によって、雨季後半か

ら乾季にかけて水稲の作付を制限する洪水の分布

が、年次によって時間的・空間的に偏在している

ことが分かりました。

水稲作付パターンの年次変化

植生指数の季節変化曲線のピークとその出現時

期から、水稲作付パターン（三期作、二期作［乾季

中心］等）を分類しました（図２右）。

上流部の青色部分では、図１に示す雨季の洪水

時期を避けた二期作［乾季中心］を行っています。

沿岸部の橙色部分では、乾季の河川流量の低下に

よって、塩水が運河網を通して海から遡上するた

め、乾季の水稲栽培が困難であり、雨季を中心と

した二期作を行っています。そして、洪水と塩水

遡上の影響がそれほど深刻でない中流部では、三

期作地域（緑色）が広く分布しています。このよ

うに、メコンデルタにおける水稲作付パターンは、

アジアモンスーンの影響によって量的・質的に変

化する水資源量と密接な関係があることが分かり

ました。また、2001年〜 2005年の水稲作付パター

ンの年次変化から、メコンデルタ中上流部にかけ

て、作付回数が年２回（二期作［乾季型］）から年

３回（三期作）へと顕著に増加していることが分

かります。現地調査を行った図２矢印に示す地域

では、新たに堤防が建設され、これまで困難であっ

た洪水期の水稲栽培が可能になっていることを確

認しました。

おわりに

メコンデルタでは、市場経済原理の導入、土地

利用に関する規制緩和、インフラ整備による洪水

の克服によって、年々集約的な農業生産システム

が拡大しています。さらに、沿岸部における水田

からエビ養殖地への急激な土地利用変化（図１白

色部分）も新たな問題となっています。メコンデ

ルタ以外のアジア地域においても、経済発展によ

る土地利用変化や地球温暖化・水資源開発に伴う

水環境の変動が農業生産や周辺環境に与える影響

が懸念されています。これらの問題に的確に対処

していくためには、衛星データを用いた継続的な

モニタリングによって土地利用の実態を正確に把

握することが必要です。

図２　ベトナム・メコンデルタの推定水稲作パターン

　　　*右側のグラフは、図中矢印の地域の植生指数の変化を示しています。
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研究トピックス
サマー・サイエンスキャンプ２００７の実施

８月１日から８月３日の３日間、農業環境技術
研究所では、サマー・サイエンスキャンプを実施
しました。

サイエンスキャンプは、独立行政法人科学技術
振興機構（JST）と実施機関との共催で行われる高
校生・高等専門学校生を対象とした「科学技術体験
合宿プログラム」です。農業環境技術研究所での
実施は、1997年から始まり今年で９回目となりま
す。

今年も、下記の３つのコースに各４名計12名の
高校生を迎えてプログラムを実施しましたのでそ
の内容と様子を紹介します。

Ａコース：「農耕地から発生する温室効果ガスを観
測する」

水田や畑は食料を生産する大切な場ですが、農
耕地の土壌からは二酸化炭素、メタン、亜酸化窒
素などの温室効果ガスが発生しています。どれも、
大気中濃度はppmレベル（体積比で百万分の１）
かそれ以下というわずかなものですが、地球の気
候変動に大きな影響を与えています。このコース
では、温室効果ガ
スとはどのような
ものかを学習し、
実際に研究所内の
水田から発生する
ガスを採取・測定
しました。

Ｂコース：「農村地帯の小河川の流量・水質を調べ、
農村環境の変化を考えよう」

農業環境の変化を調べるためには土壌、生物、
土地利用などさまざまな調査方法があります。こ
のコースでは河川の流量と水質を調べることで、
農村を取りまく水環境の変化を見ます。まず、筑
波山東麓の石岡市八郷地区の小河川で、実際の流
量測定と水のサン
プリングを行い、
研究室で水質分析

（懸濁物質、窒素、
リンの各濃度）を
行って、過去の水
質調査データと比
較しました。

Ｃコース：「リモートセンシング技術を使ってイネ
の姿や健康状態をとらえてみよう」

人工衛星から撮影された画像が、国内外の農作
物の栽培状況や品質、あるいは災害による被害の
状況などを迅速かつ正確に知るために利用されて
います。このコースでは、リモートセンシングの
原理を地上実験で学びました。携帯型スペクトロ
メータという機械を使って研究所内の水田でイネ
からの反射光を測定し、同時にイネの葉の茂り具
合や緑色の濃さなど
を実測して、スペク
トロメータの測定結
果からイネの生育量
や栄養状態を診断し
ました。

正味２日間の間に専門的な講義と実験計画の説
明、実習、データ整理とまとめ発表を行うという
過密なスケジュールの中、12名の高校生たちは宿
泊所でもミーティングを行いまとめに向けて一生
懸命頑張りました。

３日目のまとめ発表会では、各コースの講師た
ちの心配をよそに堂々と発表することができまし
た。

また、研究所内の有志からの提案で、「研究者へ
の道」と題したキャリアガイダンスを行いました。
若手研究者から、どのような経験をつんで研究者
となったか、あるいは家庭と研究の両立をどのよ
うに行ってきたかなどの紹介を行うとともに研究
職員との懇談の場を設けました。本当は小説家に
なりたかったが、いつの間にか、という自己紹介に、
緊張していた参加者たちもすっかりくつろいだ気
分となったのか、盛んに研究者に質問をしていま
した。

この３日間を農業環境技術研究所で過ごした高
校生の中から、一人でも研究者として研究所に来
てくれることを祈っています。

所内トピックス

（広報情報室広報グループ）

所内トピックス
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所内トピックス

外来植物図鑑と第７回公開セミナー
「外来植物のリスクを調べてその蔓延を防止する」

外来生物による被害を防止するために、平成17
年６月に「外来生物被害防止法」が施行されました。
農業環境技術研究所では、この法律の円滑な実施
に貢献するために、平成17年７月から、文部科学
省科学技術振興調整費・重要課題解決型プロジェ
クト「外来生物のリスク評価と蔓延防止策」という
競争的資金によるプロジェクトを実施しています。
この成果を、植物図鑑にまとめ、これまでに７回
公開セミナーを実施してきましたので簡単に紹介
します。

（１）外来植物図鑑
これまでの成果をまとめ、写真１のような「『特

定外来生物』に指定された植物たち」という下敷
き型の資料を作成し、下記の公開セミナー等で配
布しています。この資料には、これまでに指定され
た12種の植物が一目で見分けられるように写真・
特徴を紹介しています。なお、特定外来生物とは、
環境省が指定する特定の生物で、栽培（飼育）・運
搬・輸入が禁止され、これに違反すると最高で個
人では300万円以下の、企業では１億円以下の罰
金、３年以下の禁固刑となるものですが、一般に
はほとんど知られていません。

また、環境省では、特定外来生物以外にも、環境
へのリスクが懸念される生物を「要注意外来生物」
として提示しています。そこで、これらの植物を
中心に、その他にも注意を要する植物を加えた「外
来植物ミニ図鑑−環境に影響するおそれのある外
来植物」を作成しました（写真２）。さらに、要注
意外来植物の情報に、含まれる有毒・有害成分の
情報を加えた「外来植物と化学成分−特異的に含ま
れる生理活性物質や有害成分」を作成し（写真３）、

これまでに公開セミナー等で配布してきました。

（２）第７回公開セミナー
この研究のアウトリーチ活動として、これまで

に公開セミナーを、第１回つくば市（2005年12
月18日）、第２回倉敷市（2006年３月５日）、第
３回岡山市（2006年８月５日）、第４回福岡市、

（2006年10月21日）、第５回東京・国際フォーラ
ム（2006年12月10日）、第６回つくば市（2006
年12月12〜14日、国際セミナー）と６回開催し
ました。本年度は最終年度にあたり、これまでに
開催していなかった北海道地区で第７回公開セミ
ナーを、８月４日に北海道大学理学部で開催しま
した。

今回のセミナーでは、これまでに得られた成果
を発表するだけでなく、とくに北海道地域で問題
となる牧草や飼料由来の外来植物、今後問題とな
りそうな緑化植物に重点を置き、北海道から全国
に広がったとされるセイヨウタンポポや園芸植物
から逸脱する可能性のある外来植物の取り扱いに
ついても論議しました。

まず、７名の研究者が研究成果を報告しました。
最初に、北海道大学の山田敏彦教授が、「北海道に
おける牧草栽培とその雑草化」と題して、牧草は
重要な作物であるがその全てが外来種（環境省の
定義する明治元年以降に導入された外国の植物）
であり、イネ科の多くは要注意外来生物リストに
挙げられていること、牧草なくしては畜産業は成
り立たないことを話され、研究面では細胞質雄性
不稔（細胞質の遺伝子によって引きおこされる雄
しべや花粉の異常で種子ができない現象）の牧草
品種が育成されていることが紹介されました。

写真２　外来植物ミニ図鑑写真１　特定外来植物下敷き 写真３　外来植物と科学成分
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次に、農環研の保谷彰彦特別研究員が、「北海道
のタンポポと外来種タンポポの関係」と題して、当
研究所で明らかにした、従来外部形態からセイヨ
ウタンポポと思われていた個体が、実は日本のタ
ンポポとの雑種であり、しかもその割合は、８割
を上回る高いものであることを紹介しました。し
かし、北海道には本土にはまれな純粋なセイヨウ
タンポポが分布しており、雑種性タンポポの定着
は低いこと、北海道在来種のとくに高地性の２倍
体タンポポは雑種をつくりにくいことも紹介しま
した。

次に、農環研の平舘俊太郎主任研究員が、「外来
植物が好きな土、在来植物が好きな土」と題して発
表し、在来植物は土壌酸性が強く養分の少ない日
本の本来の土壌に適応しており、外来植物は中性
で養分の多い畑に改良した土壌に生育しやすいと
いう仮説を提示し、この実証にむけて蓄積中のデー
タを提示しました。また、農環研の小沼明弘主任
研究員が、「非意図的に輸入穀物や飼料に混入して
くる外来雑草の問題」と題して発表し、輸入穀物
に混入して侵入する雑草の種類とその対策につい
て紹介し、特に外国で生じた強い除草剤抵抗性を
もつ雑草が侵入してくることの危険性を指摘しま
した。次に、農環研の楠本良延主任研究員が、「現在、
日本にはどのような外来植物が蔓延し、何が問題
となるか」と題して、当プロジェクトで明らかに
しつつある外来植物の蔓延状況について、とくに
問題となる植物について紹介しました。ナガエツ
ルノゲイトウなど、既に特定外来生物に指定され
ている植物の危険性が高いことを明らかにしてい
ます。次いで、農環研の藤井義晴上席研究員が、「ア
レロパシーや毒性が強く、侵入すると問題となる
外来植物」と題して発表し、外来植物でとくに注
意すべき、有毒植物や、生物間相互作用の一種で
あり、植物に含まれる成分が他の生物に影響を及
ぼす現象であるアレロパシーの強い外来植物が生
態系におよぼす影響に関する研究を紹介しました。
とくに北海道で雑草化しているコンフリーに含ま
れる肝臓毒性物質と他の植物を抑制する他感物質
の同定、北海道でも蜜源植物として重要であるが、
旺盛な生育のため要注意外来生物に指定されてい
るニセアカシアにシアナミドが含まれることを本
プロジェクトで明らかにしたことを紹介しました。
最後に、地元の雪印種苗北海道研究農場の入山義
久研究員が、「北海道の在来野草を利用した外来植
物の防除と植生回復法の検討」と題して、ノコギ
リソウやエゾノコンギク、エゾヨモギなど７種の
北海道在来野草を利用した植生復元試験について
紹介しました。

講演のあと、引き続き、フィールドセミナーと
して、北海道大学北方生物圏フィールド科学セン
ターの荒木肇教授・近藤哲也教授、附属植物園の
冨士田裕子助教授・持田大技官の案内で北海道大
学構内と附属植物園において、具体的に問題となっ
ている外来植物を観察し、管理・防除法について
も紹介されました。熱心な参加者からの質疑応答
があり、充実したセミナーになりました。

当日は珍しく北海道に台風が接近し終日雨模様
でしたが、定員100名の会場がほぼ満員になる盛
況であり、引き続き行われたフィールドセミナー
にも70名の参加者がありました。

この外来植物のリスク評価に関する研究は本年
度で終了します。生態系影響評価を調べるには時
間がかかり、本研究を開始後２年半で終了するの
は残念であり、やっと軌道に乗ったとの思いが強
いのですが、これまでの研究成果は学術論文にし
て速やかに公表し、これまでの公開セミナーで頂
いたご意見も加えて、今後の環境省や農水省にお
ける政策立案にも提言していきたいと考えていま
す。来年２月下旬につくば市あるいは東京で最後
の公開セミナーを予定しております。これまでご
参加になれなかった皆様は、ぜひこの機会にお越
し下さい。また、平成19年10月13日に「外来生
物のリスク管理と有効利用」というテーマで日本
農学会シンポジウムが東京大学弥生講堂で開催さ
れ、本研究プロジェクトの成果の一部も紹介され
ました。（http://www.ajass.jp/）

なお、本研究プロジェクトの成果、これまでの
公開セミナーの内容や質疑応答等の紹介について
は、下記のホームページで紹介しておりますので、
ご参照下さい。

（http://www.niaes.affrc.go.jp/project/plant_alien/）

（生物多様性研究領域　藤井　義晴）

公開シンポジウムの様子

11



所内トピックス

東京霞ヶ関の農林水産省の庁舎内では、消費者の方か
らの農林水産行政、食料、食生活等についてのご相談を
受けるため「消費者の部屋」が設置されています。

この「消費者の部屋」は相談窓口であるだけなく、農林
水産業に関する話題について週替りで展示を行っていま
す。８月27日（月）〜 31日（金）の週はバイオテクノロジー
がつくる未来」というテーマで展示が行われ、独立行政法
人の研究所や県などから研究成果等の紹介がされました。

農業環境技術研究所からは、30日〜 31日の二日間に

研究成果紹介展示を行うとともに30日は「ダイズとツルマ
メのおはなし」というテーマでの出前講座を行いました。

研究成果は様々なイベントでも紹介しているもので
すが、夏休み期間でもあり、新しい知見を追加してパネ
ルのリニューアルを行ったうえ新しい展示物も加えるな
ど、より一般の方にわかりやすくなるよう工夫しました。
また説明に研究者を配置したため、一般消費者との意見
交流などもできた貴重な機会となりました。

（広報情報室広報グループ）

農林水産省「消費者の部屋」特別展示「バイオテクノロジーがつくる未来」

小中学校の夏休み期間中にあたる７月25日（水）、８
月８日（水）、８月22日（水）に、農業環境技術研究所では、

「つくばちびっ子博士2007」を実施しました。
「つくばちびっ子博士」は、子どもたちに科学のおもし

ろさを体験し、科学技術に関心を持ってもらうことを目
的として全国の小中学生を対象に、つくば市などが主催
しつくば市内の研究機関や大学の協力で行われている催
しです。

農業環境技術研究所では、「昆虫採集教室」を７月25
日に、「農業環境インベントリー展示館」の見学を８月８
日・22日に行い、期間中の合計で205人の参加者（小中
学生のみ）を迎えました。
「昆虫採集教室」では、研究所の昆虫関係の研究者有志

の指導で、構内で昆虫採集を行ったあと、図鑑等を使っ
ての名前調べと標本作りを行いました。

また、「展示館見学」では土壌・微生物・昆虫・肥料の標本、
煙害資料の各展示室にそれぞれ説明者を配置しての説明
案内を行い、農業と環境について学んでもらいました。
「昆虫採集教室」は指導者の人数に限りがあるため事前

予約定員制としましたが、「展示館見学」は予定時間内で

あれば随時受付けし、15分おきに展示館に案内するとい
う方法をとりました。展示室では質問が集中して次の部
屋に移動する前に次の見学者が案内されてきたりとなか
なかの盛況ぶりでした。

ちびっ子博士参加者は、全機関でのべ４万人を超え
たそうです。９回の開催を終え、すっかり定着した感の
ある「つくばちびっ子博士」。対象は全国ですので、ぜひ
夏休みにはつくば市においでください。農業環境技術研
究所のプログラムはウェブサイト（http://www.niaes.
affrc.go.jp/）でご案内する予定です。

（広報情報室広報グループ）

つくばちびっ子博士２００７の開催〜昆虫採集教室と展示館見学〜

昆虫採集教室 展示館見学

７月28日土曜日、つくばリサーチギャラリーの夏休
みのイベント「夏休み公開」に、農業環境技術研究所は「身
近な外来植物を調べよう」を出展しました。このイベン
トは、農業・食品産業技術総合研究機構の中央農業研究
センター、作物研究所、野菜茶業研究所が中心に行うイ
ベントですが、筑波農林研究団地のほかの研究所も趣向
を凝らした企画で協力しています。

農環研で研究中の要注意外来植物など数十点の鉢が展
示された「身近な外来植物を調べよう」コーナーは、ま
るでジャングルと化したかのようでした。メイン会場か
ら少々離れた屋外のコーナーだったため、見学者はやや
少なめだったものの、珍しい植物や見慣れているのに外
来である植物など様々な外来植物に興味を惹かれる方が

多かったのか、準備していた資料はすっかりなくなって
しまいました。

（広報情報室広報グループ）

つくばリサーチギャラリー夏休み公開への参加

在来のミヤコグサ 外来のミヤコグサ

印刷　（株）高山
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